
 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 草 津 市 

 
平成２７年３月 



 

 

1 

 

 

従来、公共公益的な活動・サービスは、その多くを行政が担ってきました。しかしな

がら、近年の少子高齢化の進行や人々のライフスタイルの変化、価値観の多様化等によ

り、地域の課題も複雑・多様化し、行政が単独で解決することが困難となってきていま

す。 

一方、従来から各学区での地域活動やＮＰＯやボランティア団体による市民公益活動

が盛んに行われており、これまで行政が対応しにくかった公共公益的な役割を担うこと

も多くなってきています。 

本市では、こうした状況を踏まえ、様々な地域づくり、市民公益活動の展開により、

市民と行政がそれぞれの役割と責任を分担し、相互に連携・協力してまちづくりを進め

る協働型社会を目指してきました。 

本計画は、こうした協働のまちづくりをさらに推進するため、平成２６年７月に施行

した「草津市協働のまちづくり条例」を具現化し、実効性を担保するために策定するも

のです。 

 

 

市政運営の基本原則を定めた「草津市自治体基本条例」においては、まちづくりにおけ 

る協働について定めており、平成２６年７月には、協働の取組をさらに進めるために「草

津市協働のまちづくり条例」を施行しました。 

また、草津市の最上位計画である「第５次草津市総合計画」では、まちづくりを担う各 

主体が責任と役割を分担することとしており、住民自治に関する協働のあり方を示した「草

津市協働のまちづくり行動計画」や市民公益活動を推進する「草津市市民協働推進計画」

をこれまでに策定してきました。 

本計画は、草津市協働のまちづくり条例第２４条の規定に基づき、協働によるまちづ 

くりを総合的かつ計画的に進めるため、先の２つの計画を踏襲・発展した計画として位

置づけるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

草津市自治体基本条例 

第５次草津市総合計画 草津市協働のまちづくり条例 

草津市協働のまちづくり行動計画 

草津市市民協働推進計画 

草津市協働の 

まちづくり推進計画 

H24.4 施行 

H22.4～H33.3 H26.7 施行 

H22.4～H25.3 

H24.4～H27.3 

H27.4～H32.3 

２ 計画の位置づけ 
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計画期間は平成２７年度から平成３１年度までの５年間としますが、今後の社会情勢の

変化や事業の進捗状況等を踏まえ、中間年度である平成２９年度に、必要に応じて見直し

を行うものとします。 

▼スケジュール 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成 31 年度 

草津市協働のまちづ

くり条例 

 

 

     

草津市協働のまちづ

くり推進計画 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

５ 協働によるまちづくりに取り組むイメージ 

４ 目指す姿 

みんなでつくる協働のまち草津 

市の最上位計画である「第５次草津市総合計画」を多様なまちづくりの主体と協働で

進めるため、各主体の役割を明確にし、それぞれがまちづくりを行い、自分たちの力だ

けでは課題を解決できないものについては連携・協力し、住み良いまちを目指します。 

～ 多様な主体が 草津の力に ～ 

市 
草津市 

市 民 

まちづくり協議会 

基礎的コミュニティ 

連携・協力 

市民公益活動団体 

教 育 機 関 
連携 

連携・協力 

コーディネート 
（指定） 
活用 

協力 

中間支援組織 

連携 

連携・協力 

コーディネート 

コーディネート 

支援 

平成 26 年 7 月施行（一部 平成 26 年 4 月施行） 

策定 
実施（平成27 年度～平成31 年度） 
平成 29 年度に見直し検討 
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地
域
活
動
へ
の
参
加

市
民
公
益
活
動
の
推
進

地
域
ま
ち
づ
く
り
計
画
に
基
づ
く

　
　
　
　
ま
ち
づ
く
り
の
展
開

町
内
会
活
動
な
ど
の
活
性
化

町
内
会
活
動
な
ど
の
意
義
啓
発

団
体
活
動
情
報
の
発
信

a a a a b ｃ a a a b a

基
礎
的
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

へ
の
参
加

市
民
公
益
活
動
へ
の
理
解

地
域
ま
ち
づ
く
り
計
画
の
策
定
・
実
行

地
域
に
お
け
る
公
共
施
設
の
指
定
管
理

協
働
事
業
の
展
開

行
政
と
の
意
見
交
換

絆
を
深
め
る
事
業
の
展
開

広
報
活
動
や
交
流
事
業
の
開
催

自
主
事
業
や
協
働
事
業
の
実
施

団
体
間
同
士
の
連
携

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
や
広
報
誌
な
ど
を

活
用
し
た
広
報
展
開

各
主
体
の
役
割

１．市  民 ２．まちづくり協議会 ３．基礎的コミュニティ ４．市民公益活動団体

（条例第４条）
   自らがまちづくりの主役である
ことを認識し、自主的なまちづく
りに取り組むとともに、協働によ
るまちづくりを推進するよう努め
ましょう。

（条例第５条）
　地域住民の意見や要望を把握し、
課題の解決に向けて計画的にまちづ
くりに取り組みましょう。市、市民
公益活動団体等と連携、協力するよ
う努めましょう。

（条例第６条）
　地域の絆を深め、身近な地域
の課題を解決するよう努めま
しょう。自らが行う活動に関
し、地域住民の理解が得られる
よう努め、参加の機会を確保し
ましょう。

（条例第７条）
　活動の社会的意義を自覚し、専門性や柔
軟性を生かし、まちづくりに取り組みま
しょう。情報を発信し、活動の理解や参加
が得られるよう努めましょう。市、まちづ
くり協議会等と連携、協力するよう努めま
しょう。

(1) (1) (1) (1)

地
域
主
体
の

　
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

絆
を
深
め
る

　
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

特
性
を
生
か
し
た

　
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

推
進
項
目

B A

基
本
方
針

自
主
的
な

　
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

期
待
さ
れ
る
取
組

市
の
パ
ー

ト
ナ
ー

と
し
て
の

　
　
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
展
開

市
民
公
益
活
動
の
展
開

（第17条） （第19条） （第5条） （第6条） （第7条）

条例 条例 条例 条例

（条例第10条）

市民が取り組む自主的なまちづ

くりを尊重します。協働のまちづ

くりを推進するために必要な環境

整備に努めます。まちづくり協議

会、市民公益活動団体等と連携、

協力するよう努めます。市民が市

の事業へ参加する機会を提供し、

積極的に情報提供を行います。

（Ａ）市民が活動しやすい環境整備

（１）各主体への支援

連携・協力

市の役割 推進項目基本方針

（２）協働推進体制の強化

（Ｃ）人材育成事業の展開

（Ｂ）中間支援組織の活用

（Ａ）協働事業の推進

（Ｃ）まちづくり活動支援・資金助成

（Ｂ）まちづくり情報の提供

み ん な で つ く る 協 働 の ま ち 草 津

（第16条）

（条例第10条）

（条例第22条）

（条例第26条）

条例第14条、

第18条、第20条

条例第10条、

第20条、第21条

（条例第10条）
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◎「条例」…草津市協働のまちづくり条例 

「規則」…草津市協働のまちづくり条例施行規則 

みんなでつくる 協働のまち草津 

各
主
体
の
役
割 

基 

本 

方 

針 

推 

進 

項 

目 

期
待
さ
れ
る
取
組 

６ 施策の体系 
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(2)

組
織
強
化

C Ａ

相
談
・
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
の
実
施

中
間
支
援
組
織
同
士
の
連
携
・
協
力

a b a b a b a a b a b a

地
域
活
動
へ
の
参
加
促
進

学
校
ス
ペ
ー

ス
や
備
品
の
提
供

地
域
課
題
の
共
同
研
究

学
習
社
会
の
醸
成

情
報
サ
イ
ト
の
充
実

情
報
誌
の
充
実

技
術
的
援
助
の
充
実

人
材
育
成
講
座
の
実
施

組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
講
座
の
実
施

備
品
貸
与
や
活
動
機
会
の
提
供

助
成
金
制
度
や
活
動
支
援
情
報
の
充
実

事
業
連
携
の
実
施

６．中間支援組織

（条例第８条）
　地域社会の発展に資するよう、その特
性を生かし、まちづくりに取り組みま
しょう。

（条例第９条）
　自主的なまちづくりに関する支援や、各主体間における調整を行うよう努めま
しょう。自らの機能を高めるため、中間支援組織相互の情報を共有し、連携、協力
するよう努めましょう。

５．教育機関

各
主
体
へ
の
支
援

(1)

教
育
・
研
究
を
生
か
し
た

　
ま
ち
づ
く
り
へ
の
貢
献

A B A B D E

人
材
育
成
事
業
の
展
開

ま
ち
づ
く
り
活
動
支
援
・
資
金
助
成

ま
ち
づ
く
り
情
報
の
収
集
・
発
信

(1)

a

団
体
間
の
交
流
促
進
事
業
の
展
開

学
校
資
源
の
提
供
・
活
用

教
育
・
研
究
を
生
か
し
た
連
携

市
民
公
益
活
動
団
体
等
の
交
流
促
進

（第8条） （第21条） （第13条） （第9条）
条例 規則 条例

具体的施策

【ｂ】情報誌の充実

【ｂ】技術的援助

【ｂ】市民センター（公民館）のコミュニティ施設への転換

【ａ】情報サイトの充実

【ａ】財政的援助

【ａ】市民活動拠点の充実

【ａ】協働事業の実施

【ａ】市民公益活動・地域活動の推進

【ａ】職員研修の実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

～ 多様な主体が 草津の力に ～ 

多様な主体が連携・協力しながら 

まちづくりに取り組みます。 

4 



 

 

5 

 

基本方針(１) 自主的なまちづくりの推進 

推進項目Ａ 地域活動への参加 

期待される取組 ａ 基礎的コミュニティへの参加 

事業例 ・町内会等の基礎的コミュニティへの加入 ・行事等への参加 など 

 

推進項目Ｂ 市民公益活動の推進 

期待される取組 a 市民公益活動への理解 

事業例 ・各種イベント等への参加   ・市民公益活動への参加 など 

 

 

基本方針(1) 地域主体のまちづくりの推進 

推進項目Ａ 地域まちづくり計画に基づくまちづくりの展開 

期待される取組 a 地域まちづくり計画の策定・実行 

事業例 ・地域まちづくり計画の策定 

・地域まちづくり計画による事業の展開  など 

 

 推進項目Ｂ 市のパートナーとしての協働のまちづくりの展開 

期待される取組 a 地域における公共施設の指定管理 

事業例 ・指定管理者制度による市民センター（公民館）の管理、運営 など 

期待される取組 b 協働事業の展開 

事業例 ・防災訓練の計画や実施 ・防犯マップの作成  

・介護予防事業の実施 など 

期待される取組 c 行政との意見交換 

事業例 ・市長とまちづくりトーク  など 

 

 

基本方針(1) 絆を深めるまちづくりの推進 

推進項目Ａ 町内会活動などの活性化 

期待される取組 a 絆を深める事業の展開 

事業例 ・地域での環境美化活動の実施 ・誰もが参加しやすい行事の実施 

・地域住民相互のふれあいを深める催しの実施 など 

 

推進項目Ｂ 町内会活動などの意義啓発 

期待される取組 a 広報活動や交流事業の開催 

事業例 ・広報誌等の作成  ・啓発活動 

・地域住民相互のふれあいを深める催しの実施 など 

７ 期待される取組

み 
１．市民 

２．まちづくり協議会 

３．基礎的コミュニティ 
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基本方針(1)  特性を生かしたまちづくりの推進 

 推進項目 A  市民公益活動の展開 

期待される取組 a 自主事業や協働事業の実施 

事業例 ・助成金や市民まちづくり提案事業等を活用した事業の展開 など 

期待される取組 b 団体間同士の連携 

事業例 ・市民公益活動団体連絡協議会の運営 など 

 

 推進項目Ｂ 団体活動情報の発信 

期待される取組 a インターネットや広報誌などを活用した広報展開 

事業例 ・ホームページや SNS を活用した情報発信 など 

 

 

 

基本方針(1) 教育・研究を生かしたまちづくりへの貢献 

推進項目Ａ 学校資源の提供 

期待される取組 a 地域活動への参加促進 

事業例 ・学生等への情報提供   ・地域と連携した事業実施 など 

期待される取組 b 学校スペースや備品の提供 

事業例 ・学校スペースの開放   ・学校備品の貸し出し など 

 

推進項目Ｂ 教育・研究を生かした連携 

期待される取組 a 地域課題の共同研究 

事業例 ・地域課題の研究     ・審議会等への参画 など 

期待される取組 b 学習社会の醸成 

事業例 ・地域協働合校推進事業の実施   ・地域向け講座の実施 など 

 

 

 

基本方針(1) 各主体への支援 

推進項目Ａ 市民公益活動団体等の交流促進 

期待される取組 a 団体間の交流促進事業の展開 

事業例 ・パワフル交流市民の日の実施・まちづくり協議会交流会の支援 

・地域サロン交流会の実施 ・福祉を考える市民のつどいの実施 

・ボランティアフェスティバルの実施 など 

 

４．市民公益活動団体 

５．教育機関 

６．中間支援組織 
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推進項目Ｂ まちづくり情報の収集・発信 

期待される取組 a 情報サイトの充実 

事業例 ・地域ポータルサイト「くさつ情報ネット」の運営 

・まちづくり協議会ホームページのサポート  

・まちの情報局の設置 ・ICT 活用法の研究 

・まちづくりデジタル年表の作成 

・市社協ホームページの運営 など 

期待される取組 b 情報誌の充実 

事業例 ・「コミュニティくさつ」の発行 ・「社協くさつ」の発行  

・ボランティア情報紙「よみ～な」の発行 など 

 

推進項目Ｃ 相談・コンサルティングの実施 

期待される取組 a 技術的援助の充実 

事業例 ・協働コーディネーターの配置  

・地域サロン活動支援員の配置  ・プロボノ制度の実施 

・地域福祉活動推進支援強化事業 など 

 

推進項目Ｄ 人材育成事業の展開 

期待される取組 a 人材育成講座の実施 

事業例 ・人と街の未来をつくるカレッジの実施 

・ボランティア講座の実施 ・福祉活動推進員育成講座の実施 

・実務講座の実施 ・地域福祉活動推進支援強化事業 など 

期待される取組 b 組織マネジメント講座の実施 

事業例 ・人と街の未来をつくるカレッジの実施   

・コミュニティビジネス講座の実施 など 

 

推進項目Ｅ まちづくり活動支援・資金助成 

期待される取組 a 備品貸与や活動機会の提供 

事業例 ・まちづくり機器貸出事業 ・地域サロン備品貸出事業 

・福祉車両貸出事業 ・地域支え合い運送支援事業 

・「レンタルねっと☆くさつ」の運営 など 

期待される取組 b 助成金制度や活動支援情報の充実 

事業例 ・市民活動助成金制度の実施（ひとまちキラリ助成） 

・市民活動ハンドブックの作成 ・コミュニティ AWARD の実施 

・市民活動情報誌「つながりのめ」発行  

・まちづくり協議会情報ネットワークの構築 

・まちづくり協議会向けハンドブックの作成 

・協働事業報告会の実施 ・各種福祉団体への事業助成 

・地域福祉活動への助成 ・地域サロン活動の支援 

・ボランティアグループ、地域サロン活動リストの発行 など 
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基本方針(2) 組織強化 

推進項目Ａ 中間支援組織同士の連携・協力 

期待される取組 a 事業連携の実施 

事業例 ・中間支援組織連携事業の実施 

・ボランティア、市民活動コーディネート力の強化 

・市民ふれあい秋まつりの実施 

・「レンタルねっと☆くさつ」の運営 など 

 

 

 

 

基本方針(1) 各主体への支援 

推進項目 A 市民が活動しやすい環境整備 

 

 

 

 

 

具体的 

施策 

a 市民活動拠点の充実 

草津市中心市街地活性化基本計画に基づき、コミュニティ活動の拠点と

なる（仮称）市民総合交流センターの整備を計画的に推進します。 

事業名 ○新 ①(仮称)市民総合交流センター整備事業 担当課 拠点施設整備室 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

     

      

具体的 

施策 

b 市民センター（公民館）のコミュニティ施設への転換 

多様化する市民ニーズに対応し、地域主体のまちづくりを進めるため、

市民センター（公民館）について指定管理者制度を導入します。導入にあ

たっては、（仮称）地域まちづくりセンターとして位置づけ、まちづくり

協議会で管理運営できるよう進めていきます。 

事業名 ○新 ①市民センター（公民館）の指定管理 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

 

 

  

８ 市の具体的施策 

※     現在実施、または平成２７年度以降のスケ 

ジュールが確定しているもの 

※     新規事業や事業実施が確定されていない事業 

 開設予定 用地取得・工事予定 実施設計予定 

実 施 予 定 内 容 検 討 
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具体的 

施策 

a 情報サイトの充実 

市ホームページや SNS を活用し、各主体の活動情報や支援情報など、

積極的に情報提供を行います。 

事業名 ①市ホームページ等を活用した情報提供 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

     

事業名 ○新 ②市民活動レポート事業 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

     

 

具体的 

施策 

b 情報誌の充実 

情報紙の作成や広報くさつ等を活用し、各主体の活動情報や支援情報な

ど、積極的に情報発信を行います。また、町内会やＮＰＯ向けに各種支援

情報を掲載した資料集を発行し、市民自らが行うまちづくり活動を応援し

ます。 

事業名 ①市民活動団体情報紙の発行 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

 

 

 

 

  

事業名 ②まちづくり資料集の発行(町内会向け) 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

    

事業名 ○新 ③まちづくり資料集の発行(ＮＰＯ向け) 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

継 続 実 施 

実 施 検 討 

継 続 実 施 

実 施 検 討 

実 施 予 定 

継 続 実 施 

実 施 予 定 

推進項目 B まちづくり情報の提供 
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事業名 ④協働事業事例集の発行 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

    

具体的 

施策 

a 財政的援助 

まちづくり協議会、基礎的コミュニティおよび市民公益活動団体が安定

した活動ができるよう財政的な支援を行います。また、中間支援組織が安

定した運営を図れるよう支援を行います。 

事業名 ①まちづくり協議会への交付金事業 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

    

事業名 ②基礎的コミュニティへの補助金事業 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

  

  

事業名 ○新 ③市民活動保険助成制度 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

 

 

    

事業名 ④中間支援組織への補助金事業 

担当課 まちづくり協働課 

社会福祉課 

長寿いきがい課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

  

  

推進項目 C まちづくり活動支援・資金助成 

実 施 予 定 

継 続 実 施 

継 続 実 施 

継 続 実 施  

実 施 予 定 

継続実施 

制度見直し 

実 施 検 討 
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具体的 

施策 

b 技術的援助 

まちづくり協議会や基礎的コミュニティの安定した運営のため、技術的

な支援を行います。また、市とまちづくり協議会との連携や情報共有が図

れるよう仕組みづくりに努めます。  

事業名 ○新 ①まちづくり協議会との協働推進体制の整備 担当課 
まちづくり協働課 

各課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
 

   

事業名 ②基礎的コミュニティ 設立支援・加入啓発事業 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

具体的 

施策 

a 協働事業の実施 

協働で取り組むことができる可能性のある施策や事業について検証し、

協働による事業実施を推進します。 

事業名 ①市民まちづくり提案事業 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

   

 

 

 

  

事業名 ②協働事業の実施 担当課 各課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 

    

      

基本方針(2) 協働推進体制の強化 
推進項目Ａ 協働事業の推進 

継続実施 

継 続 実 施 

実 施 検 討 

継 続 実 施 

実 施 予 定 

実 施 予 定 制度見直し 



 

 

12 

 

 

 

 

事業名 ③ 協働契約ハンドブックの作成 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

具体的 

施策 

a 市民公益活動・地域活動の推進 

協働事業の促進や、市民公益活動およびまちづくり協議会活動の健全な

運営にあたり、中間支援組織の活用を図ります。 

事業名 

①活動団体のネットワーク促進の連携 

（パワフル交流市民の日、ボランティアフェステ

ィバルの実施等） 

担当課 
まちづくり協働課 

社会福祉課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

事業名 
②情報発信の連携 

（コミュニティくさつ、社協くさつ等の配布） 
担当課 

まちづくり協働課 

社会福祉課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

事業名 
③技術的支援における連携 

（協働コーディネーター、相談機能の活用） 
担当課 

まちづくり協働課 

社会福祉課 

 

年次計画 

 

 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
 

 

 
  

事業名 
④人材育成事業の活用 

（人材育成講座の活用） 
担当課 

まちづくり協働課 

社会福祉課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

推進項目Ｂ 中間支援組織の活用 

継 続 実 施 

継 続 実 施 

継 続 実 施 

継 続 実 施 

継 続 実 施 
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 本計画の推進と進捗管理は、市長を本部長とし、各部局の長をメンバーとする「草津市 

協働のまちづくり推進本部会議」と第三者機関である「草津市協働のまちづくり・市民参

加推進評価委員会」により行います。 

 

 

事業名 
⑤活動支援や資金の助成における連携 

（備品貸与や助成金事業の連携） 
担当課 

まちづくり協働課 

社会福祉課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

具体的 

施策 

a 職員研修の実施 

協働について正しく理解することで、各担当業務に生かしていけるよ

う、職員を対象とした研修会を開催します。 

事業名 ①職員対象協働研修 担当課 
まちづくり協働課 

職員課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

事業名 ②ＮＰＯ派遣研修 担当課 まちづくり協働課 

年次計画 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

 
    

継 続 実 施 

推進項目Ｃ 人材育成事業の展開 

継 続 実 施 

継 続 実 施 

９ 計画の推進と進捗管理 


